
放射線の健康影響、被ばく線量評価等に関する調査研究事業 

１，０００百万円（１，２００百万円） 

環境保健部放射線健康管理担当参事官室 

１．事業の概要 

今般の福島第一原発事故を受け、平成２３年度二次補正予算で福島県に

「福島県民健康管理基金」（７８２億円）を創設するなど、原子力被災者の

健康の確保に必要な事業を中長期的に実施する体制を整備したところである。 

  平成２６年度においても、原子力被災者の健康確保に万全を期すため、福

島県の基金実施事業の前提となる被ばく線量の評価等の国として実施すべき

事業を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 本事業は、健康管理の前提となる放射線の健康影響に係る研究調査、被ば

く線量評価等に関する調査研究を実施するとともに、安心・リスクコミュニ

ケーション事業等を実施して放射線に対する不安の解消を図るものであり、

個々の事業は以下のとおりである。  

１）放射線の健康影響に係る研究調査事業  

 被災者の健康管理に資する放射線の健康影響に関する研究調査及び被災

者の健康不安対策に資する放射線の健康影響に関する研究調査を行う。ま

た、放射線の健康影響に係る調査手法等に関する研究調査を行う。 

２）被ばく線量評価等に関する調査研究事業  

 事故初期からの外部被ばく線量と内部被ばく線量の推計を実施し、被災

者の線量評価システムを構築する。さらに個人被ばく線量モニタリング運

用ガイドラインの実証を行う。  

３）安心・リスクコミュニケーション事業  

 統一的な基礎資料を用いて育成された講師により、住民からの相談に対

応する都道府県の保健医療従事者、学校関係者等への研修を行うとともに

統一的な基礎資料について検証を行う。また、福島県等が委嘱しているア

ドバイザーの情報共有のための意見交換会を開催する。 

４）健康管理支援に係る調査等事業 

 県民健康管理調査の結果や既存統計等を活用した調査等を通じ、原子力

被災者の健康管理等の現状や課題を把握するともに、国や自治体等が行う

今後の支援の在り方について検討する。 

  

３．施策の効果 

本事業により、被ばく線量の評価が向上すること、放射線の健康影響に係

る知見が得られること、リスクコミュニケーション事業において統一された

対応ができるようになることにより、原子力被災者の健康確保及び不安の解

消に資するものである。 



＜事業の背景・内容＞ 

 

１． 福島復興再生基本方針 

 原子力災害からの福島の復興及び再生に関する
施策の総合的な推進を図るための基本的な方針と
して、平成２４年７月１３日に福島復興再生基本方
針が閣議決定され、その中で国内外の叡智を結集
した放射線の人体への影響等に関する調査の重要
性等について指摘されています。 

 

２．原子力被災者に対する健康管理・健康調査 

 今般の福島第一原発事故を受け、福島県に「福
島県民健康管理基金」（平成２３年度二次補正：
782億円）を創設するなど、原子力被災者の健康の
確保に必要な事業を中長期的に実施する体制を整
備したところです。 

 平成26年度においても、原子力被災者の健康確
保に万全を期すため、福島県の基金実施事業の前
提となる被ばく線量の評価、放射線の健康影響調
査等の国として実施すべき事業を行う。 
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＜事業のスキーム、具体的な成果イメージ＞ 

１．放射線の健康影響に係る研究調査事業 
 被災者の健康管理に資する放射線の健康影響に関する
研究調査及び被災者の健康不安対策に資する放射線の
健康影響に関する研究調査を行う。また、放射線の健康影
響に係る調査手法等に関する研究調査を行う。 

３．安心・リスクコミュニケーション事業 
 統一的な基礎資料を用いて育成された講師により、住民
からの相談に対応する都道府県の保健医療従事者、学校
関係者等への研修を行うとともに統一的な基礎資料につ
いて検証を行う。また、福島県等が委嘱しているアドバイ
ザーの情報共有のための意見交換会を開催する。 

２．被ばく線量評価等に関する調査研究事業 

 事故初期からの外部被ばく線量と内部被ばく線量の推
計を実施し、被災者の線量評価システムを構築する。さら
に個人被ばく線量モニタリング運用ガイドラインの実証を
行う。 

住
民
の
健
康
確
保 
・ 

不
安
解
消 

４．健康管理支援に係る調査等事業 

 県民健康管理調査の結果や既存統計等を活用した調査
等を通じ、原子力被災者の健康管理等の現状や課題を把
握するともに、国や自治体等が行う今後の支援のあり方に
ついて検討する。 
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